人口減少、北海道の未来は?「消滅可能性自治体」についての考察
原俊彦（日本医療大学　特任教授／札幌市立大学　名誉教授）

１．「消滅可能性自治体」の論理
人口戦略会議によれば、消滅可能性自治体とは「子どもを産む中心の年代となる20～39歳の女性が2020年から2050年までに50％以上減ると推計される自治体とのことであり、同レポートでは、北海道は179市町村の65％超が該当、全国的に人口減少が著しい地域とされ、特に人口減が深刻で「自然減と社会減の両方の対策が極めて必要」とされる全国23自治体の中に、北海道からは当別町と歌志内市が入っているとの報道があり、自治体関係者は元より地域住民の間に、改めて、諦めと動揺、将来への不安を与えることとなった。人口戦略会議がいう「消滅可能性」とは、再生産年齢の女性人口が半減すれば、現状の出生力（合計出生率）を維持したとしても30年後の出生数は半減する。つまり1世代（約30年）ごとに半減する人口は、遠からず消滅する（正確には0.5の6乗で元の人口の1.5％まで縮減する）という論理に基づいている。この論理自体は正しいが、すでに現在進行中の少子高齢・人口減少の主要な要因は再生産年齢の女性人口の流出や合計出生率の低下にあり、当該自治体には、この動きを緩和・停止・逆転させるための地域活性化が必要だという主張には無理がある。[image: ]
資料：国立社会保障・人口問題研究所（2023）

２.地域人口の減少は止めれられるか？
　北海道の過疎地域を見る限り、出生数の減少は人口減少の主要な要因ではなく、今後30年の人口減少の大部分は現在65歳以上の高齢者が亡くなっていく点にある。 つまり、すでに高齢化率が35％を超えていれば、その大部分が亡くなることは避けられない。日本全体が死亡数の増加、多死社会に突入している。今後30年の再生産年齢の女子人口・出生数の減少も大部分はすでに過去に起きた人口移動や出生減の結果であり、一時的な転入超過による改善効果は限られている。また移住者・外国人の受入で死亡数の増加を補うとすれば、現在の住民の30％近くは移住者・外国人と入れ替わるしかない。たとえば、2050年の当別町の高齢化率は53.8％と推計されているが、その大部分が100歳までに亡くなるとすれば、その後、35年間で総人口の53.8％が死亡により消滅する。年平均の粗死亡率CDRは15.37‰となる。一方、年少人口割合は4.3％であり、15歳未満の年少者が15年で総人口の4.3％生まれると考えれば、粗出生率CBRは2.87‰となり、人口減少率（CBRーCDR）は－12.5‰(-1.25％)となる。年率1％を超える人口減少率は人口爆縮（population implosion）的状況といえる。
　つまり、年齢構造自体（すでに起きてしまった未来）が人口減少を規定していると考えるべきだろう。同様の事は日本全体の人口についてもいえるのだが。
３.今、必要とされる地域活性化とは？
　これらのことを考えると、北海道の大部分の自治体が必要としているのは、若い女性人口の減少を食い止めるための地域活性化などではなく、眼の前で、すでに急激に進行している少子高齢・人口減少にどう対処するかという問題であり、喫緊の課題は、地域自治体間の広域連携を強化し、住民の移動（転入出）を支援し、残された社会資本や人的資本をキーとなる地域に集中し、可能な範囲で地域社会の生活基盤やライフラインの維持に努めることではないだろうか。
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